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はじめに

地域福祉は、2000（平成12）年6月の社会福祉
法の中で、日本の福祉政策の中核として位置づけ
られ1）、地域福祉を推進する主体として、社会福
祉関係事業者とともに「地域住民」がはじめて明

記されることになった2）。同法により、都道府県
の地域福祉支援計画および市町村の地域福祉計画
の策定が規定され、地域福祉の理念が具現化され
る道筋が図られたといえる。政府の「新たな時代
に対応した福祉の提供ビジョン」（平成27年9月17
日）3）や「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年
6月2日閣議決定）4）を経て、2016（平成28）年に
は、厚生労働省（以下、厚労省）内に、「我が事・
丸ごと」地域共生社会実現本部が設置され、地域
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福祉の推進は国策として「地域共生社会の実現」
をスローガンに、よりいっそう加速されつつあ
る。厚労省が提唱する「地域共生社会」とは「制
度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」
という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主
体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源
が世代や分野を超えて『丸ごと』つながること
で、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を
ともに創っていく社会」5）であるが、そこでは、
他人事になりがちな地域づくりを地域住民が『我
が事』として主体的に取り組む仕組み作りが期待
されている。そして、この改革の骨子の一つに
は、「地域課題の解決力の強化」が掲げられ、3つ
の柱―①住民相互の支え合い機能を強化し、公的
支援と協働して、地域課題の解決を試みる体制の
整備、②複合課題に対応する包括的相談支援体制
の構築、③地域福祉計画の充実、が示されてい
る。こうした地域共生社会のコンセプトの下で、
社会福祉法が改正（平成29年6月2日公布、平成30
年4月施行）され、地域福祉の推進においては、
地域住民が地域生活課題を把握し、支援関係機関
との連携等によりその解決を図ることが追加され
ることになった6）。さらに、厚労省の「地域共生
社会の実現に向けた市町村における包括的な支援
体制の整備に関する全国担当者会議」（平成29年9
月25日）では、地域共生社会の実現のための評価
指標が提示され、その中には地域力強化推進事業
の取組としての行動指標が示されている。

こうした一連の福祉改革では、市町村が、地域
住民の「我が事の意識」の醸成を図り、住民によ
る主体的・能動的な福祉活動を活性化することが
求められている。行政による福祉サービスの後退
やコスト削減が懸念され、今後は地域福祉が住民
の地域力に委ねられていく傾向が強まり、地域力
の差が地域福祉の質の格差を招くことが予想され
る。とはいえ、従来から、地域福祉は地域住民の
主体形成を図っていく実践を重視し、今後も展開
していくことには変わりはない。地域住民の主体
形成の要素が、本改革に表現される「地域課題の
解決力」、「住民主体の課題解決力」という文言に
よって、政策上、より明確に位置づけられたと、
筆者は理解している。

本稿では、住民の地域課題解決力を育む一つの
ツールとなりうる「福祉SOSゲーム」を紹介しな
がら、本ゲームの発展的な可能性について検討す
ることを目的とする。「福祉SOSゲーム」は、地
域の福祉問題や社会資源を学ぶ模擬体験・参加型
の教材である。筆者のゼミの学生たちと草加市役
所健康福祉部福祉政策課（当初は、草加市健康福
祉部福祉課総務企画係）と協働で開発された。

「福祉SOSゲーム」作製の取組は、大学の地域連
携の事例でもあり、また福祉専門教育における効
果的な学習事例も提示したといえる。

1．草加市の地域福祉計画における地域福祉講座
（1）地域福祉講座の取組～大学と地方行政の連携

草加市は、埼玉県の東南部に位置し、人口は県
内6位、約24万7000人の市である。市域の南部を
東京都に隣接し、都心へのアクセスもよく、いわ
ゆる大都市周辺の郊外地域といえる。高度経済成
長期に建設された巨大団地である松原団地を有し
ている。江戸時代には日光街道の宿場町として栄
え、特産品としての「草加せんべい」は全国的に
高い知名度を誇っている7）。

草加市は2004（平成16）年度に「自立・共存と
支えあいのまち 草加」を基本理念とする地域福
祉計画を策定し、その後、計画に係る取組の進捗
管理、評価、見直し等の地域福祉の推進に関する
所掌をする協議体として、草加市地域福祉連絡協
議会を設置した8）。筆者は本協議会の委員として
草加市の地域福祉推進に関わり始めるようになっ
た。地域福祉の推進の一環として、市では主に市
民を対象とした「地域福祉講座」を開催し、住民
の福祉の理解を深め、地域の福祉課題について自
ら解決していく福祉の担い手を育成することを目
指している。地域の福祉に携わる人々の講義とと
もに参加・実技型講座（例えば、「出張型料理教
室」、「フロアカーリング・カーレット」、「避難所
運営体験（HUG）ゲーム」「健康体操」など）を
併用しながら毎年1回、おおむね2日間開催してい
る。

筆者は、2007（平成19）年から「地域福祉講座」
の講師の一人として携わることになり、現在も続
いている。当初は、市民向けに「これまでの福
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祉、これからの福祉」と題し、国の福祉施策の動
向を述べ、地域社会におけるソーシャル・インク
ルージョンの重要性や住民の主体的な福祉活動へ
の参加が期待されていることなどを話してきた。
しかし、本講座を学生の教育にも活用できないか
と考え、2009年度の講座から、筆者の3年次のゼミ

（本学の授業名称「人間科学演習」）の学生たちと
の協働で実施することにした。本講座を学生たち
と実施するにあたり、最近関心を集めている福祉

の話題をテーマとして取り上げ、市役所の担当職
員と協議しながら進めた。学生たちは、テーマに
沿って、草加市内の状況を調べ、市役所の協力の
もと、さまざまな福祉現場をフィールド調査し、
本講座でそれらを報告したり、他市の状況との比
較などをした【表1】。テーマにあわせて筆者が最
初に30分程度のミニ講演を行い、残りの1時間程
度で学生が発表報告をするという形式をとった。

（2）地域福祉講座の課題
学生たちと共に6年間実施してきたが、学生に

とっては大きな学びの機会を与えられ、それによ
る教育的効果も高かったと自負している。行政と
の連携および現場のフィールド調査は学生には刺
激的であり、最終的に地域の住民の人たちへ発表
するという行為は、大学構内での発表よりも緊張
感があり、学生の学習意欲も高まらざるをえな
かったといえる。テーマについて、文献で調べ、
現場のリサーチ（主としてインタビュー調査）を
して、それを文章に書きおこし、発表（プレゼ
ン）するという一連の作業は、大学の学びとして
は、理想的な形であった。また、学生同士におい
ても、ゼミでのメンバーとの協働作業を通して、
一体感が生まれ、お互い良き学びの雰囲気が作ら
れたように思う。

しかし、受講者である地域住民の人々にとって
は、主体的・能動的な学びとなったかどうかにつ
いては常に疑問が残っていた。講座後のアンケー
ト結果では、おおむね好評を得ており、受講者
は、草加市の状況や福祉の知識・情報を多少なり
とも学ぶことはできたのかもしれない。しかし、
本講座は学生の発表を聴講するという座学形式で
行われたため、学生側の一方通行であり受講者は
受動的にならざるを得なかった。また、毎年、本

講座を開設しているものの、受講者の人数は必ず
しも多くなかった。最も多い時でも30数名でここ
最近は10～20名程度であった。趣味などの講座に
比べて「福祉」関連の講座は、一般市民が集まり
にくいテーマであることは否めない。概して「福
祉」の話題は真面目で深刻であり、楽しく明るい
話題とは言い難い。その渦中にいる人は別にして
も、なかなか一般の人々の興味・関心を抱きにく
い分野でもある。まして「地域福祉」という、対
象者（例えば、高齢者、児童、障がい者など具体
的な対象者）をあえて絞り込んでいない領域であ
れば、いっそう漠然としており、何を学ぶのかと
いうイメージすらつきにくい。

そこで、より受講者が主体的能動的に学べるよ
うな参加型であり、かつ楽しく取り組める講座の
あり方が模索されることになった。その模範とし
て参照したのが、「避難所運営体験ゲーム（HUG：
Hinanjo Unei Game）」9）である。HUGは、静岡県
が防災訓練の一環として、災害時の避難所の運営
を考えるための一つのアプローチとして開発した
模擬体験型の教材である。災害が起こった時に、
さまざまな人たちが避難所にかけこんでくること
を想定し、避難所のどこに誰を配置していくかと
いうことをグループのメンバーで検討していく手
順となっている。ちょうど2013（平成25）年に、

【表1】　文教大学森ゼミ学生による草加市地域福祉講座のタイトル
年　度 タイトル

2009（H21年度） コレクティブハウスについて（北欧と日本）
2010（H22年度） 傾聴ボランティアの現状と課題
2011（H23年度） 災害に備えて～普段からの地域のつながり～
2012（H24年度） 孤立を防ぐ地域の取組～私たちは何ができるか～
2013（H25年度） 防災について～草加市内の施設等の事例発表、他市との取組の比較～
2014（H26年度） 地域社会の健康促進の取組～草加市内の事例より～
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本講座でHUGを実施したことがきっかけとな
り10）、このような参加型の学習方法を取り入れて
いくことが検討された。

市役所の担当職員と討議をする中で、福祉部の
職員であっても、市内の福祉施設・機関などの社
会資源を十分に知らない場合もあることが話題と
なった。草加市に限らず、日本では福祉専門職が
必ずしも行政の福祉担当部局に配属されるわけで
はなく、また短期間で別の部署に異動する場合も
多い。なおさら一般の地域住民も社会資源につい
て十分に把握しているとは限らないので、まずは
住民が困った時に相談できる社会資源を知ること
からスタートしようという方向で話がまとまっ
た。そして市役所とゼミの協働で実施する「社会
資源連結プロジェクト（仮称）」を発足させ、住
民が地域の問題を知り、地域の社会資源につなげ
るという模擬体験・参加型の教材作りが始まっ
た。

2．福祉SOSゲーム－誕生から実施に至る経緯
（1）福祉SOSゲームの作製過程

「社会資源連結プロジェクト」は、筆者のゼミ
で2015（平成27）年10月から開始された。草加市
役所の担当職員もゼミの授業にときどき参加しな
がら、ゼミ生（当時3年生11名）と一緒に教材の
構想を練っていった。彼らの先輩である4年次の
ゼミ生たちは、前年度の地域福祉講座の中で
HUGを経験していたが、3年生は未経験であった
ために、まず授業の中でHUGを体験することに
より、教材づくりのイメージをもってもらうこと
を試みた。その際、HUGの普及に努めている八
潮市（草加市に隣接する市）の市民団体「やしお
孤立問題研究会」11）に協力をお願いし、授業の中
でHUGを実施した。草加市の担当職員も参加し
て行われ、ゼミ学生たちと知識を共有した【写真
1】。

その後、担当職員の協力により、草加市内の福
祉現場の視察および事例についての聞き取り調査
がゼミ生によって実施された。ゼミ生は3グルー
プに分かれ、児童、高齢者、障がい者、生活困窮
者などのさまざまな領域の機関・施設を訪問した

（「子育て支援センター」、「社会福祉協議会」「地

域包括支援センター」、「保健センター」、「サービ
ス付き高齢者住宅」「草加市福祉課、長寿・介護
福祉課、障がい福祉課」、「生活困窮者自立相談支
援相談員」など）。現場の方々からは、具体的な
ケースの話とともに、事例集などの図書も参考に
貸して頂いた。

聞き取り調査の後、マップ（1枚）、ケースカー
ド（およそ55枚：学生一人当たり10枚）の作成、
社会資源概要書（1冊）の作成づくりが始まった。
学生たちが作成したそれぞれの成果物は市役所に
送られ、庁内で検討、加筆修正された。同年3月
には、市役所の担当職員によって、本教材の取扱
説明書も追加資料として作成され、教材の原型が
完成した。

次年度の2016（平成28）年度になると、新たな
ゼミの新3年生9名がその作業を引き継ぐことなっ
た。草加市役所内で検討された原型版を使用し
て、市の職員とともにシミュレーション重ね、問
題点の洗い出し、ケースカードの事例の偏りや難
易度の整理、時間配分目安、見易さ・やり易さ、デ
ザインの調整などを検討しながら、改良を重ねて
いった【写真2、3】。同年11月には「福祉SOSゲー
ム」という名称が決定し、草加市では11月28日に
プレスリリースとして発表された。「福祉SOSゲー
ム」の作製過程は【表2】のとおりである。

【写真1】ゼミの風景（2015年度）

— 64 —

『人間科学研究』文教大学人間科学部　第 39 号　2017 年　森恭子



（2）福祉SOSの概要
草加市がホームページ上で、福祉SOSゲームの

概要をまとめているが【図1】【図2】、これを適宜、

踏まえながら、以下、本ゲームの概要について述
べる。

【表2】　「福祉SOSゲーム」の作製過程
年　度 月　日 内　容

2015年度
（平成27）

10月 「社会資源連結プロジェクト」開始
11月 打ち合わせ

12月 HUG実施
フィールド調査

1月～2月 マップ、ケースカード、社会資源概要の作成作業。
3月 ゲームの原型が完成。

2016年度
（平成28）

7月 ゲームの原型をもとにシミュレーションを重ね修正検討を行う。

11月 福祉SOSゲームの完成・名称決定。
草加市役所にて広報プレスリリース

1月26日 福祉SOSゲームの初実施

【写真2】ゼミの風景（2016年度）① 【写真3】ゼミの風景（2016年度）②

【図1】福祉SOSゲームの概要（1）

【概要】
ⅰ 地域で市民を支援する人や団体の相談対応力の向上のため、多くの事例の模擬体験ができる「福祉ＳＯＳゲーム」を作製しました。
ⅱ 同ゲームは、支援者等が、福祉課題や社会資源について知り、適切な専門機関につなぐという流れを育むものです。
ⅲ 作成に当たっては、文教大学と協働で作業を行いました。
ⅳ ＳＯＳは、「Ｓ：社会資源」、「Ｏ：お悩み」、「Ｓ：相談」の頭文字。同時に草加の「Ｓ」でもあります。

第7回地域福祉のまちづくり研究会福祉ＳＯＳゲームの概要（１）

1 

○ 近年、地域の福祉課題が多様化・複雑化しており、それらの課
題を行政のみで解決するには限界があり、地域住民同士で支え
あう仕組みの構築が必要となっています。

○ 同ゲームは、地域住民のみで、全ての福祉課題を解決するので
はなく、福祉課題や社会資源について知り、専門性の高い福祉課
題については、適切な専門機関につなぐという流れを育むものです。

福祉ＳＯＳゲームの趣旨 名称
ＳＯＳは一般的に「助けてほしい。」という意思表示を行う際に用いられま
す。地域の人の「助けてほしい。」という声に気付くため、「助けてほしい。」とい
う声に答えるため、このゲームを通じて、福祉課題を学び、社会資源を学んで
行こうという思いも込め、「ＳＯＳゲーム」としました。

今後の展開
様々な研修会、講座などで活用を図り、地域福祉の担い手のすそ野を広
げるとともに、市民、地域、専門機関、行政が連携する地域福祉のネット
ワークづくりを推進していく予定です。

多種多様な事例 

対等な参加者 

体験・知識
の向上

「自ら」という
意識になり学び
の質の向上 

①ゲーム形式 

個人作業
共同作業 

場を作る体験 

互いに学び合い、
知識を深め共有 

コミュニケーション
力の向上 

②グループワーク 

時間設定
が自由 

マップ上の表記
が自由

対象者に応じた
柔軟な活用 

地域課題の 
解決への活用 

③様々な場面での活用 

福祉ＳＯＳゲームの目的・メリット

（参照）草加市HPより
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1）名称と実施方法
本教材の名称については、ゼミ生たちがいくつ

か名称案を出し、それらが市役所内で検討され選
定された。SOSは、救難信号であり、一般的に

「助けてほしい。」という意思表示を行う際に用い
られるが、地域の人々の「助けてほしい。」とい
う声に気付き、その声に応えていくという思いが
込められている。もともと、社会資源連結プロ
ジェクトとして開始されたこともあり、SOSを発
信している人を「社会資源」を活用することで救
済するという意味を含んでいた。「福祉SOSゲー
ム」のSは「社会資源」、Oは「お悩み」、Sは「相
談」の頭文字を組み合わせたものであり、同時に
草加市（SOKA）の頭文字Sを引っかけている。

本ゲームには、以下のものがツールとして準備
されている。

①マップ（社会資源が描かれた仮想の地図）
②ケースカード（さまざまな相談事例が書かれ

たカード）
③社会資源の概要（地域の社会資源とその内容

が簡単に書かれた小冊子）
④取扱説明書（本ゲームの趣旨や実施方法を説

明した小冊子）
これらのツールに文具として、ペンや付せんが

付け加わる。
本ゲームの方法は、参加者が、ケースカードを

読み、マップの中のどの社会資源につなげるかを
話し合いながら、適切と判断した社会資源にカー
ドを配置していくという作業を繰り返すものであ
る。複数の社会資源が該当すると判断された場合
は、複数の場所に付せんを貼ったり、また、マッ
プには描かれていないが参加者が知っている社会
資源を付せんに記入しマップに貼ることもでき
る。あるいは社会資源がない場合は、必要な社会
資源について付せんに書き込むことができる。

2）福祉SOSゲームの趣旨
本ゲームは、地域福祉の推進を目指しているこ

とは当然ながら、その延長上には、地域住民が
「福祉でまちづくり」をすることを見据えている
（傍線筆者）。すなわち、地域住民が地域の特定の
課題を普遍化させ共通課題として捉え、その課題
を解決・軽減する社会資源・仕組みづくりについ
て考え、誰も排除しないインクルーシブなまちを
創造していくことである。

参加者である住民の側から本ゲームの到達目標
を考えれば、【表3】のようになるだろう。この目
標に示された「学び、考え、知り、つなげ、創

【図2】福祉SOSゲームの概要（2）

2 

■ ケースカード【縦 ㎜、横 ㎜（Ａ を 分割程度）の厚紙】

■ マップ【横 ㎜、縦 ㎜の模造紙】

グ
ル
ー
プ
で
話
し
合
い
な
が
ら
配
置

○ ケースカードを１枚取ります。 
○ ケースカードを、マップ上のどの社会資源につなげること 
が適切か、グループの中で話し合います。 

 ○ 一定の結論が出たらケースカードを、マップ上の社会資源 
の上に置き対応は終了となります。 

 ○ この作業を繰り返します。

実施方法

誰からの相談か、問題となっている
世帯の世帯構成、相談内容が書か
れています。
カードごとに内容は様々。

一般的な社会資源（施設、サー
ビス、人など）が書かれています。
不足する場合、自身が知っている
社会資源を書き込んでいくことも可。

福祉ＳＯＳゲームの概要（２）第7回地域福祉のまちづくり研究会

（参照）草加市HPより
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る」という一連の流れは、参加者の思考のプロセ
スに連動している。ゲームを通して、無理なく、
スムーズに学ぶことができ、引いては参加者が地

域の課題解決力を自然に身に付けられることが期
待される。

それぞれの目標は以下のとおりである。
①地域での多種多様な問題・課題を学ぶことがで

きる。
地域の福祉課題は多様化・複雑化しているとい

われているが、どのような問題・課題があるのか
を、ケースカードを通して具体的に学ぶことがで
きる。地域福祉では、高齢者、児童、障がい者な
どの対象者別の福祉の縦割りを解消し、横断的に
支援していくことが求められる。また、制度の狭
間にある人々の問題や一見すると福祉とは関係な
さそうな問題（例えばごみ屋敷の問題）を福祉問
題として取り扱っていくことが重視される。おそ
らく参加者は、参加者自身のそれぞれの背景や興
味関心の中で福祉問題が把握されていると想定で
きるので、ケースカードを通して多くの事例にあ
たることにより、地域の問題・課題について参加
者の視野が広がることが期待される。
②地域での多種多様な問題・課題の背景について

考え、地域の課題として捉えることができる。
カードに書かれた一つのケースを通して、ケー

スの背景にある事柄について想像することによ
り、ケースについての理解を深めることができ
る。例えば、自らの生活周辺の中で類似のケース
を思い浮かべたり、あるいはケースカードに記述
されていない情報について考えたり、他の参加者
との話し合いを通して、今まで気が付かなかった
視点を得たりすることが可能になる。参加者が福
祉を学ぶ学生ならば、ケースを通してアセスメン
トをする練習になるかもしれない。ケースにさま
ざまな角度からアプローチすることによって、

ケースが身近なものとなり、一個人の問題（他人
事）が、我が事として認識され、また地域の課題
として意識されやすくなるのではないかと思われ
る。もともとケースカードの事例は、草加市内の
福祉関係者から筆者のゼミの学生が聞き取ったも
のをアレンジしたものである。現実味を帯びたも
のであり、地域の課題として受けとめられやすい
側面ももっているといえよう。
③地域の社会資源を知ることができる。

ケースについてさまざまな角度から深く捉える
ことによって、問題に接近していく間口も広がる
と同時に、問題解決を図っていくために、必要な
支援を提供する社会資源が何であるのかを考える
ことになる。マップには、さまざまな社会資源が
描かれているが、社会資源が視覚化されることに
より、地域に存在する社会資源が一目でわかるよ
うになっている。社会資源についての知識がない
場合は、冊子「社会資源の概要」を通して知るこ
とができる。マップには限られた社会資源しか描
かれていないので、参加者との話し合いを通し
て、新しい社会資源の情報を得ることが可能にな
る。
④地域の社会資源につなげることができる。

ケースカードを通して複数のケースにあたるこ
とで、問題・課題についての蓄積ができ、また社
会資源の一定の知識も得ることができれば、「こ
の問題の場合は、あの（あれらの）社会資源につ
なげれば良いのではないか」という対処方法が想
定できるようになる。福祉の専門機関や専門職な
どの「つなげる先」が思い浮かべられるようにな

【表3】　福祉SOSの到達目標

大目標：・地域福祉の推進―住民による福祉でインクルーシブなまちづくり
　目標：①地域での多様な問題・課題を学ぶことができる。

②地域での多様な問題・課題の背景について考え、地域の課題として捉える
ことができる。
③地域の社会資源を知ることができる。
④地域の社会資源につなげることができる。
⑤地域の社会資源がないなら創ることを考えることができる。
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る。
⑤地域の社会資源がないなら創ることを考えるこ

とができる。
地域の社会資源は、多種多様な問題に十分に応

えられているわけではない。とりわけ福祉は、高
齢者、児童、障がい者という対象者別の縦割りの
中で、法制度が規定されているため、行政の福祉
機関・施設や福祉サービスも制度枠内での対象者
別に提供されている。そのため、ゲーム通して、
社会資源を地域の福祉ニーズにあわせて、より柔
軟なものへ変えていく必要性や、地域に不足して
いる社会資源について気づくことができる。そし
て、適当な社会資源がないなら地域住民たちが社
会資源を創っていくことや、支え合いの仕組みを
検討していくことに発展していく可能性があると
思われる。

なお、地域社会に「丸ごと」相談できる、いわ
ゆるワン・ストップサービスの機能をもつ専門機
関があれば、住民は、さまざまな社会資源につな
げることをわざわざ考える必要はないのかもしれ
ない。もちろん、地域社会の中に、そうした専門
機関を設け、相談体制を整えることは重要であ
り、市町村はそれらについて検討していくべきで
あろう。しかし、それは別として、本ゲームは、
地域住民が自らの地域社会の社会資源を学ぶこと
によって、社会資源の改善や新たに創ることを考
えていく力を養うことを重視している。福祉は一
部の専門家や専門機関だけに任せておけば良いと
住民が考えるならば、本来は生活というもっとも
私たちに身近な福祉について、住民が自らの頭で
考える機会を逸してしまうことになりかねないこ
とを筆者は懸念している。

3）福祉SOSゲームの形式がもたらすメリット
福祉SOSゲームは「①ゲーム形式の教材を、②

グループワークで行うものであり、③様々な場面
で活用できるもの」となっている。このような形
式は、学習においてさまざまなメリットをもたら
すと考える。
①ゲーム形式

ゲームとは「特定の規則の上で行われる参加型

の娯楽」ということができる。福祉問題・課題
は、一般的に「困っている」「助けを求めている」
という深刻な状況の話題を取り扱っているので、
ゲームという形式や表現が不適切・不謹慎といわ
れるかもしれない。しかし、そうした話題は、深
刻であるがゆえに、一般的には、見たくない、避
けたい、関わりたくないものとして人々から疎ん
じられる場合が多く、福祉は身近な話題にもかか
わらず、一般の人々から遠い存在となってしまっ
ている。福祉に関する講座は、趣味講座と違っ
て、なかなか地域住民あるいは若者にも関心を
もってもらえないテーマであるため、ゲーム感覚
で楽しく福祉を学ぶことにより、福祉に親しみを
もってもらうことが重要であると筆者は考えてい
る。

また、ゲームをする行為の中では、参加者の対
等な立場での主体的な参加が可能となりやすい。
自発的であるという意識のもとで意欲的な学びが
もたらされ、学びの質の向上が見込まれる。
②グループワーク

本ゲームは、一つのテーブルを囲んで、5～8名
程度の参加者が、マップの周りに座って実施され
る。グループワークでは、一枚のケースカードに
ついて、個人で考えたことを他者と分かち合うと
いう共同作業をすることができ、互いに学び合
い、知識や思考を深めたりすることができる。ま
た、グループという場は、参加者の言動が影響を
与えていくというグループダイナミクスを体験す
ることができ、自らのコミュニケーション能力の
向上にも寄与することが想定される。
③様々な場面での活用

本ゲームは、様々な場面で活用できるように汎
用性の高いものになっている。例えば、時間につ
いては、明確な規定はなく、時間設定は自由に設
定しても構わない。短時間で多くのケースカード
を体験してもよいし、または長時間でひとつひと
つのケースをじっくり検討していくという方法で
も構わない。参加対象者や目的に応じて柔軟に活
用できるものとなっている。また、本ゲームは
マップ上の表記が自由なので、応用した活用方法
を提供することができる。例えばマップを実際の
地域の地図に置き換えたり、地域の実情に応じて
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社会資源を追加することも可能である。そうする
ことにより、より現実に即した地域課題・社会資
源を知ることとなり、地域での解決への活用につ
ながることができる。

3．福祉SOSゲームの実施と評価
平成29（2017）年1月26日に草加市地域福祉講

座として初めて「福祉SOSゲーム」が実施された
【写真4】。市役所が広く広報したり呼びかけをし
た結果、約80名くらい参加者が集まった。1テー
ブル8名程度で、10グループに分かれて行われた。

最初に、市役所の担当者から「福祉SOSゲー
ム」の趣旨、実施方法などが10分程度説明され、
その後、各グループで40分ほどゲームが行われ
た。各グループには、本ゲームを知っているゼミ
の学生または市役所職員が1、2名配置された。筆
者は各グループのテーブルを周り、説明を加えた
りしながら、各グループの様子を観察していた。
各グループとも熱中して取り組まれていた様子
で、休憩時間もとらずにケースカードを全部（当
日は30枚配布）成し遂げたグループもいた。その
後、各グループの代表者それぞれから、本ゲーム
のコメントが述べられ、筆者がそれに対応する形
式でフィードバックをし、最後に総評を述べて約
2時間で講座は終了した。

実施後のアンケート結果によれば、参加者（ア
ン ケ ー ト 回 答 者 ） の 内 訳 は、 民 生 児 童 委 員

（30％）、シルバー人材センター（27％）、福祉関
係事業者（14％）、ボランティア（3％）、その他

（18％）及び未回答（8％）であり、年齢は、20代

（20％）、30代（5％）、40代（7％）、50代（8％）、
60歳以上（58％）であった。参加者の満足度は比
較的高く（約4分の3の回答者が、大変満足または
十分満足と回答）、講座の有益性が実感されてい
た（約8割の回答者が、大変有益または十分有益
と回答）。アンケートの自由回答においても、例
えば、「さまざまな事例や社会資源が学べた」、

「グループのいろいろな人の意見が聞けて良かっ
た」「自由な発想が得られた」、「楽しく勉強でき
た」、「おもしろかった」などおおむね好評を得た
と思う。また、民生児童委員の回答では、勉強不
足を感じてもっと知識を増やしたいというような
意見などが複数みられ、ゲームをすることによっ
て、学びの意欲も高められたように思う。

しかし、改善点も多い。自由回答および参加し
た学生たちや市役所の職員との意見交換の中で、
例えば、以下のような考慮すべき点などが明らか
になった。

・参加者の編成を工夫する：今回の参加者は、
福祉に関する社会資源を全く知らない人たち
と、ある程度知っている人たち、および現場
の福祉専門職が混在していた。そのため、全
く知らない人は、ゲームをしている間、グ
ループメンバーの輪の中に入ることが難し
く、置き去りにされてしまった人もみられ
た。そのため、参加者については、福祉の知
識や社会資源についての初心者、中級者など
のレベルに分けて実施したほうが適切である
と思われた。

・社会資源についての説明を取り入れる：社会
資源の内容については、冊子「社会資源の概
要」を参加者に配布していたが、ゲームの最
中には、それを読みながら進めていくことは
難しかった。わかりやすく読みやすい冊子の
工夫も必要であるが、そもそも社会資源を全
く知らない人にとっては、社会資源について
のガイダンスが必要であろう。そのため、グ
ループの中のファシリテーターとして、社会
資源を知っている人などを配置して、社会資
源の解説をいれながらゲームを進めるなどの
工夫が必要かもしれない。

・地域性を考慮する：自由回答の中に、町内

【写真4】草加市の地域福祉講座「福祉SOSゲーム」
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会、自治会ごとにやりたいという意見もあ
り、また筆者の大学も草加市に隣接する越谷
市に属しているため、越谷市に則したゲーム
を作製したいと考えている。今回のマップに
は、比較的どこの市町村にも共通に存在する
行政サービスや福祉施設・機関を配置してお
り、マップ自体は汎用性の高いものになって
いるが、しかし、当然ながら草加市の街を意
識しているため、草加市の特徴的なマンモス
団地を入れたり、草加市独自の行政サービス
機関も入れ込んでいる。マップについては、
それぞれの地域にあわせて作製するならば、
そこに住む住民にとっては、より身近なもの
となり、現実的具体的な問題を知り、解決の
糸口を真剣に考えやすくなることが期待され
るだろう。

4．福祉SOSゲームの発展
草加市の地域福祉講座の後、さまざまなメディ

アに取り上げられたこともあり12）、草加市役所お
よび本学にも各地からゲームについての多くの問
い合わせがあった。ゲームグッズ一式について
は、草加市役所を通じて貸し出すスタイルをとっ
ているが、ゲームを実施する対象者や地域のそれ
ぞれにあわせて、ゲームを調整していく必要があ
ると考えている。

現在、筆者のゼミでは、新たなプロジェクトを
展開中である。一つは高校生向けの「福祉SOS
ゲーム」、そしてもう一つは地元である越谷市で
の「福祉SOSゲーム」の作製に取り組んでいる。

（1）高校生版「福祉SOS」ゲームの取組
昨今は、全国の大学等では高校生等に対して、

学校を公開し、学校への関心を深めてもらうため
に「オープンキャンパス」が実施されている。筆
者の所属する人間科学科では、各教員は模擬授業
を提供しているが、その一環として、高校生への

「福祉SOSゲーム」の体験授業が提案された。
2017（平成29）年度になり、新たな3年ゼミ

（11人）の中で、草加市の「福祉SOSゲーム」を
体験してもらったが、高校生に対して、本ゲーム
をそのまま実施することは難しいという意見が多
かった。そこで、ゼミの学生たちとともに、高校

生向けにゲームをアレンジすることになった。
まず初めに、高校生にとってのゲームの主たる

目的や進め方をゼミ内で検討した。高校生には、
ケースカードを通して、高校生自身の身近で起
こっている（あるいは起こり得る）事例について
考えることを意識してもらうこと、そして、この
ような事例の場合は、どのような社会資源（人や
団体・機関）があるか（あるいはないか）につい
て学んでもらうことを目標とした。しかし、社会
資源の知識を学ぶことを主目的とするのではな
く、むしろ、そうした資源については、大学に入
学後に勉強してもらおうという視点にたち、高校
生には福祉の導入口として、身近な事例を考える
ことをきっかけに福祉の魅力を感じてもらうこと
に主眼をおくことにした。

ケースカードについては、高校生に親しんでも
らえるように、中高生や大学生が絡んだ事例を盛
り込んだ。ゼミ生たちは、高校生と年齢的に近い
こともあり、自分自身の経験なども含めたリアル
なケースを作成することができたように思われ
る。ゼミ生たちとの話し合いの中で、草加市の福
祉SOSゲームでは、妊娠や非行の問題などの事例
が扱われていないことに気付かされ、思春期の子
どもの問題が見過ごされていたことが明らかに
なった。次に、マップについては、楽しいイメー
ジを抱いてもらうように、イラストをたくさん入
れて、明るい街の雰囲気を出したり、福祉対象領
域別に色づけをしてわかりやすさを強調した。ま
たマップに配置する社会資源については、相談先
として、教育関係の機関（大学、教育委員会、学
習支援の場等）をいれたり、身近な相談先になり
うるかもしれない親戚の家なども入れてみた。ま
た、「養護老人ホーム」「特別養護老人ホーム」など
の高齢者施設はひとくくりにして「老人ホーム」
としたり、また、将来、社会福祉の専門職を目指
して欲しいという意味も込めて「ソーシャルワー
カー」（SW：医療SW、コミュニティSW、スクー
ルSWなど）を配置したり、吹き出しをいれるこ
とで、その機関が何をしているかを説明したりし
た【図3】。取扱説明書はあえて配布せず、教室の
中で社会資源を説明する模造紙を張ることにし
た。
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オープンキャンパス（2017年8月6日に実施）で
は、「福祉SOSゲーム」の小体験という設定にし、
一斉にゲームを開始するというスタイルではな
く、いつでも出入り自由という形式をとった。一
つの教室の中に、4つのテーブルを配置し、高校
生（および保護者）が、教室にパラパラとやって
来るが、一つのテーブルに3～5名くらい集まった
ら、ゼミの学生がファシリテーターとなりゲーム
を開始した。高校生には15分～30分という短い時
間の経験であり、オープンキャンパスという性質

上一つの場所に高校生を長時間拘束することもで
きないので、アンケートをとったり感想を十分に
聞く時間はなかった。しかし筆者が観察している
限りにおいては、ゼミ生たちが場の雰囲気を盛り
上げてくれたこともあり、楽しみながらゲームを
体験できたのではないかと思う。とはいえ、終了
後のゼミ生たちの意見の中では、高校生の多く
は、社会資源の知識がほとんどなく、彼らにとっ
てはかなり難しかったのではないかということが
話された。

【図3】高校生版「福祉SOSゲーム」のマップ

— 71 —

住民の地域課題の解決力を高める実践



（2）小地域地区における「福祉SOSゲーム」の
取組―越谷市

現在進行中のゼミのプロジェクトは、越谷市地
区版「福祉SOSゲーム」の作製である。越谷市の
広域版を作製するのではなく、筆者の大学が属す
る越谷市北越谷地区・大沢地区という小地域に限
定しての作製を試みている。本プロジェクトは、
認定NPO法人さいたまNPOセンター越谷事務所

（以下、NPOセンター）と協働で取り組んでいる。
NPOセンターは、草加市の「福祉SOSゲーム」
について、新聞記事で知り、越谷版を作製したい
ということで筆者に相談があった。筆者も越谷市
の地域福祉推進協議会の委員でもあるので、越谷
版を作製したいと思っていた矢先だったので、
ちょうど良い機会であった。2017年9月から開始
し、10月にはゼミ生たちは、地区内の民生児童委
員、公民館、コミュニティ協議会、地域包括支援
センターおよび本学の臨床心理の相談所などにイ
ンタビューを実施した。現時点では（本稿を執筆
中）、教材は完成していないが、今回は、マップ
の社会資源に、地域性を重視し、民間の福祉サー
ビス機関・団体について多く盛り込むことを考え
ている。草加市「福祉SOSゲーム」の作製にあ
たって、筆者が心残りだったのは、地域の民間の
社会資源をうまく落とし込めなかったことであっ
た。市役所との協働で作製されたこともあり、行
政サービス機関については、行政の側も把握でき
ていたのであるが、民間の社会資源の情報につい
ては未知数であった。もちろん、本ゲームは、
ゲームを通して、参加者から民間の資源について
の情報を得ることが可能という側面をももってい
た。とはいえ、今回の小地域を対象とした地区版

「福祉SOSゲーム」では、限定された地区での民
間の社会資源を行政サービス機関とあわせて盛り
込むことで、より現実的に地域の課題や社会資源
の有無を考えるきっかけをゲームの参加者に与え
ることになるのではないかと考えている。

おわりに

冒頭で述べたように、我が事・丸ごと地域共生
社会の実現を目指していく政府の方針では、今後

ますます市町村の役割として、住民主体の課題解
決力を育み、地域力を強化していくことが必須と
なってくるだろう。以上述べてきたように、「福
祉SOSゲーム」は、地域力強化を図っていくため
の一つの手段として住民の課題解決力の向上に貢
献できる可能性をもっていると考える。前述した
厚労省が提示した地域共生社会の実現のための評
価指標における地域力推進事業の取組項目のいく
つかに合致する要素を本ゲームは含んでいる13）。

しかし、本来、地域福祉は地域住民の内発的な
動機を根底に、住民が主体的に推進していくもの
であり、国からの外圧的な規定によって進められ
るべきものではない。「地域共生社会」という耳
当たりの良いフレーズのもとで、地域福祉が国の
トップダウン的な発想で、強制的に進められるこ
とには警戒心を常に抱き、また行政サービスの後
退にならないように留意し、地域福祉を推進して
いくことが肝心である。

最後に、「福祉SOSゲーム」の取組は、大学の
地域連携の一つの事例でもあったことを付け加え
ておきたい。本稿で述べてきたように、「福祉
SOSゲーム」は、作製プロセスから評価に至るま
で、草加市役所と本学のゼミの学生が密接に関係
を持ちながら、試行錯誤しながら協働で作り上げ
てきた成果物である。大学という教育・研究の場
と、市役所という現実的な住民サービスを提供す
る場がそれぞれの良さを活かし、学生は地域社会
に、市役所の担当職員は大学（のゼミ）に、それ
ぞれ足を運び、議論を重ねた結果、より良いシナ
ジー効果がもたらされたといえる。昨今、地方自
治体には創造力を要求される仕事が求められ、若
い学生のアイディアや力を活かしたいと考える自
治体は多い。福祉の領域の場合、筆者の経験上、

「学生のアイディア募集」や「イベントボラン
ティア募集」などがよく見受けられる。これらの
中には、自治体がアイディアだけ、一方的に要求
したり、学生を単なる労働力としかみていないも
のもある。大学と自治体の地域連携とは、お互い
が対等な立場で双方向の関係を築き、お互いの利
益となるような取組を協働で作業していくことで
あると、本ゲームを開発する中で筆者が実感した
ことである。
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注

１） 社会福祉法の第1条は「この法律は、社会福
祉を目的とする事業の全分野における共通的
基本事項を定め、社会福祉を目的とする他の
法律と相まつて、福祉サービスの利用者の利
益の保護及び地域における社会福祉（以下「地
域福祉」という。）の推進を図るとともに、
社会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及
び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を
図り、もつて社会福祉の増進に資することを
目的とする。」と規定されている。

２）社会福祉法の第4条は「地域住民、社会福祉
を目的とする事業を経営する者及び社会福祉
に関する活動を行う者は、相互に協力し、福
祉サービスを必要とする地域住民が地域社会
を構成する一員として日常生活を営み、社会、
経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加
する機会が与えられるように、地域福祉の推
進に努めなければならない。」と規定されて
いる。

３）包括的な相談支援システムの構築、高齢・障
害・児童等への総合的な支援の提供といった
新しい地域包括支援体制の確立を目指すもの

（http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-
12201000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushi
bu-Kikakuka/bijon.pdf, 2017年10月24日閲覧）。

４）子供・高齢者・障害者等全ての人々が地域、
暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことが
できる「地域共生社会」の実現を提唱（https://
www.kantei.go.jp/jp/singi/ichiokusoukatsuyaku/
pdf/plan1.pdf, 2017年10月24日閲覧）。

５）厚生労働省「「地域共生社会」の実現に向け
て（当面の改革工程）」（平成29年2月7日厚生
労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現
本部）（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/
0000150538.html, 2017年10月24日閲覧）。

６）改正社会福祉法の第4条2では、「地域住民等
は、地域福祉の推進に当たっては、福祉サー
ビスを必要とする地域住民及びその世帯が抱
える福祉、介護、介護予防（要介護状態若し

くは要支援状態となることの予防又は要介護
状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化
の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及
び教育に関する課題、福祉サービスを必要と
する地域住民の地域社会からの孤立その他の
福祉サービスを必要とする地域住民が日常生
活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機
会が確保される上での各般の課題（以下「地
域生活課題」という。）を把握し、地域生活
課題の解決に資する支援を行う関係機関（以
下「支援関係機関」という。）との連携等に
よりその解決を図るよう特に留意するものと
する。」と規定されている。

７）草加市のホームページ参照（http://www.city.
soka.saitama.jp/, 2017年10月24日閲覧）。

８）草加市地域福祉計画　83頁。
９）HUGには、英語の「抱きしめる（ハグする）」

の意味もこめられている。
10）当日は、聴覚障害者の方々も健聴者とのグルー

プに交って、手話通訳を伴って実施された。
11）「やしお市孤立問題研究会」は、「NPO法人

つながるネットワーク八潮」と「やしお市民
大学OB会」が母体となって2014（平成26）
年4月に設立した市民団体である。八潮市の
地域生活上の課題解決に向けて、行政や
NPOまたは地縁型組織、社会福祉法人等と
情報を共有しながら、地域コミュニティに貢
献することを目指している。当会のメンバー
が草加市の地域福祉講座でHUGを体験した
ことがきっかけで、当会はHUGの普及活動
を行っている。

12）例えば、朝日新聞2017年2月17日付、埼玉新
聞2017年1月15日、J：COM放送など。

13）地域力強化推進事業（我が事）の項目では、
「住民を中心とした話し合いの場や集いの場
の把握を行う」「支援の担い手となる人に向
けて、情報発信や学習会の開催を行う」「新
たな活動や催しを実施する」などがある

（http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000178668.
html, 2017年10月24日閲覧）。
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［抄録］
　政府は「地域共生社会の実現」への改革を進める中で、改革の柱の一つとして、「地域課題の解決力
の強化」を掲げている。そこでは地域住民が主体的に地域課題を把握し、解決を試みる体制づくりや専
門支援機関と連携して解決を図っていくことが期待されている。  
　本稿は、草加市健康福祉部と筆者の大学のゼミと協働で開発した「福祉SOSゲーム」を紹介し、本ゲー
ムが住民の地域課題の解決力を高め、地域力の構築の一助となることを示すものである。「福祉SOSゲー
ム」は、地域の課題・問題や社会資源を学ぶという模擬体験・参加型の教材である。もともと草加市民
の福祉の理解を深め、福祉の担い手を増やす目的で行われてきた地域福祉講座を検討する中で本ゲーム
は誕生した。本稿では、本ゲームの作製経緯、その概要、実施状況および評価について述べる。また、
本ゲームが、参加者や地域の実情に応じて、さまざまな発展の可能性を持っていることについても言及
する。
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